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Ⅰ　はじめに
本研究の目的は，子会社と事業所配置において，都市間結合と企業属性・
産業属性との交互作用（関連性）を分析することである。筆者は，拙稿
（2007）で韓国企業のベトナム進出に注目し，ノードの分析として都市階
層構造を，リンケージの分析として都市間結合依存関係を，それぞれとり
あげ，韓国・ベトナム間の国際的都市システムの結節構造を分析した。し
かしそこでは，どのような産業・企業が都市間結合を支えているのかを検
討することができなかった。そこで本稿では，韓国企業のベトナム進出を
取り上げ，「企業属性や産業属性」と「韓国・ベトナム間の都市間結合」と
の関連性を分析することとする。
分析方法は，次の通りである。
第１に，大韓貿易投資振興公社（2001）を用いて，ベトナム進出企業の
データを収集する。海外進出の件数から，韓国・ベトナム両国の都市間結
合数を集計し，韓国22都市，ベトナム18都市を行列とする22×18行列デー
タを作成した1）。それをもとに，村山モデル2）による都市間結合度を測定し
た（朴，2007）。
第２に，拙稿（2007）の分析から測定された村山モデルによる都市間結
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合度3）を用いて，都市間結合の形態を中核都市結合と地方都市結合の2つの
類型に分類する4）。中核都市結合はソウル−ホーチミン間結合で，地方都
市結合は，そのほかの都市間結合である。
第３に，企業属性と産業属性を変数として採用する。まず企業属性とし
て，投資属性，親会社・本社属性，子会社・事業所属性，そして時期的属
性の４つの指標から12変数を採用する5）。次に，産業属性として，西原
（1991）にならい，産業中分類79業種を８産業・19業種に分類する6）。
第４に，都市間結合と企業属性・産業属性による行列を作成し，多変量
解析を用いて，都市間結合と企業属性，そして都市間結合と産業属性との
関連性（交互作用）を定量的に把握する。
以上の一連の分析を通じて，韓国・ベトナム都市間結合に影響を及ぼす
表１　産業属性の分類
主要産業 カテゴリ 子会社 事業所
建設業 ○ ○
製造業 消費財製造業 ○ ○
生活資材製造業 ○ ○
生産資材製造業 ○ ○
機械器具製造業 ○ ○
卸・小売業 ○ ○
金融・保険業 銀行業 ○ ×
証券業 ○ ×
保険業 × ○
不動産業 ○ ×
運輸・通信業 旅客運送業 ○ ○
貨物運送業 ○ ○
運輸サービス業 ○ ○
通信業 × ×
電気・ガス・水道業 × ×
サービス業 対個人サービス業 ○ ×
対企業サービス業 ○ ×
ホテル・娯楽業 ○ ×
教育関連サービス業 ○ ×
○：採用される変数，×：採用されない変数。
（注）産業部門の分類は，西原（1991）による。
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企業属性・産業属性が抽出され，都市間結合がどのような企業によって，
どのような産業によって，結合されているのかが明らかになるといえる。
なお，これらの変数を扱う理由は，企業の子会社・事業所配置の空間的展
開には，産業や業種などの企業属性によって違いがあること（西原，1991；
朴，2001），そしてこれらの指標が企業活動の空間的展開に最も強い影響
を及ぼす因子であるからである。
本研究で用いる資料収集は，拙稿（2007）と同じである。手順は次の通
りである。まず大韓貿易投資振興公社刊行『海外進出韓国企業ディレクト
リー』（2001）を用いて，ベトナム進出企業のデータを収集する。この資
料は，韓国企業の海外進出活動（事業所・子会社）に関する唯一の資料で，
その信頼性は極めて高い。次に全国経済人連合会刊行『韓国主要企業辞典』
（2001），大韓商工会議所刊行『全国企業体総覧』（2001），毎日経済新聞社
刊『会社年鑑』（2001）から個別企業の詳細なデータを収集する。
Ⅱ　都市間結合と企業属性との交互作用
（1）都市間結合と投資属性との交互作用
ここでは，子会社配置において，都市間結合と投資属性7）による行列を
もとに，対数線形分析8）を行い，都市間結合と投資属性との関連性を分析
した。その理由は，対数線形分析がクロス集計表の因子（変数）間の関係
を統計的に判断できる最も適切な手法であるからである。
表２は，都市間結合と投資属性との交互作用を示す。まず投資形態をみ
ると，都市間結合のいずれのタイプも，合弁投資が単独投資を上回り，都
市間結合の類型別に見られる投資形態の傾向の違いは確認されない。対数
線形分析から得られたオッズ比9）は，非常に低く，中核都市結合と地方都
市結合との交互作用は確認されない。さらに，合弁形態をみると，中核都
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市結合では，多数合弁がきわめて高く，次いで大等合弁，少数合弁の順と
なっており，こうした傾向は，地方都市結合でも同じである。対数線形分
析を行った結果，投資形態と同様に，得られた 値とオッズ比が相対的に
低く，都市間結合別に見られる合弁形態の違いは統計的に有意ではない。
この点から，都市間結合と投資属性（投資形態・合弁形態）との間は，関
表２　子会社配置における都市間結合と投資属性との交互作用
（a）投資形態
投資形態
都市間結合の類型
合計
中核都市結合 地方都市結合
単独投資 19 24 43
1.8
（18%） （23%） （41%）
合弁投資 22 40 62
（21%） （38%） （59%）
合計 41 64 105
（b）合弁形態
合弁形態
都市間結合の類型
合計
中核都市結合 地方都市結合
少数合弁 1 1 2
1.0 
（2%） （2%） （4%）
大等合弁 5 8 13
（9%） （14%） （23%）
多数合弁 13 29 42
（23%） （51%） （74%）
合計 19 38 57
（c）対数線形モデルのパラメータ推定値
投資形態 合弁形態
μ 3.7013 3.3844 
α −0.5878 −0.7817 
β −0.5026 −2.9789 
γ 0.3595 −1.7346 
δ − 0.7817 
η − 0.3464 
オッズ比 1.5 1.9 
** 検定により1％水準で有意，*5％水準で有意である。
ただし，モデル式は，
（対数線形分析の結果により作成）
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連性が弱いといえる。
以上の結果から，子会社配置によって形成される韓国・ベトナムの都市
間結合は，主に合弁投資を中心に推進されており，都市間結合の類型別に
見られる投資形態・合弁形態の違いは認められないことが明らかになった。
（2）都市間結合と親会社・本社属性との交互作用
ここでは，都市間結合と親会社・本社属性10）による行列をもとに，対数
線形分析を行い，都市間結合の類型別にみられる親会社・本社属性の違い
表３　子会社配置における都市間結合と親会社属性との交互作用
（a）多国籍企業
親会社の類型
都市間結合の類型
合計
中核都市結合 地方都市結合
多国籍企業 38 53 91
0.1
（18%） （25%） （42%）
非多国籍企業 51 73 124
（24%） （34%） （58%）
合計 89 126 215
（b）企業集団
親会社の類型
都市間結合の類型
合計
中核都市結合 地方都市結合
企業集団 10 25 35
2.8
（4%） （12%） （16%）
非企業集団 79 101 180
（37%） （47%） （84%）
合計 89 126 215
（c）大企業
親会社の類型
都市間結合の類型
合計
中核都市結合 地方都市結合
大企業 30 56 86
2.5
（14%） （26%） （40%）
中小企業 59 70 129
（27%） （33%） （60%）
合計 89 126 215
（対数線形分析の結果により作成）
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を分析する。
表３は，子会社配置における都市間結合と親会社属性との交互作用を示
す。多国籍企業，企業集団，大企業の３つの変数において，対数線形分析
から得られた およびオッズ比は，すべて統計的に有意ではない。この点
から，韓国・ベトナムの都市間結合の類型別の違いは，多国籍企業・企業
集団・大企業といった親会社属性によって説明できず，親会社属性と都市
間結合との関連性が弱いといえる。すなわち，子会社配置によって形成さ
れる都市間結合では，中核都市結合・地方都市結合ともに，非多国籍企業，
非企業集団，中小企業によって積極的に展開されており，多国籍企業・企
業集団・大企業活動による都市間結合は相対的に弱い。
表５は，事業所配置における都市間結合と本社属性との交互作用を示す。
対数線形分析から得られた およびオッズ比は，すべての変数において統
計的に有意ではなく，都市間結合と本社属性との交互作用が認められない
（表４）。この点から，事業所配置によって現れる中核都市結合と地方都市
結合は，ともに非多国籍企業・非企業集団・中小企業によって展開され，
表4　親会社・本社属性における対数線形モデルのパラメータ推定値
（a）子会社配置
多国籍企業 企業集団 大企業
4.2973 4.6201 4.2556 
−0.3557 −0.2443 −0.1696 
−0.3176 −1.3814 −0.2214 
0.0267 −0.6430 −0.4469 
オッズ比 1.3 1.5 1.3 
（b）事業所配置
多国籍企業 企業集団 大企業
3.0681 2.8622 2.5257 
0.1306 0.2513 −0.0834 
−0.9280 −0.3365 0.3365 
0.7497 0.3365 0.7327 
オッズ比 1.7 1.6 1.7 
ただし、モデル式は，
　　　　　　　　　　　　　（対数線形分析の結果により作成）
55
都市間結合の類型別に見られる本社属性の傾向の違いが確認されないとい
える。
以上の結果から，韓国・ベトナムの国際的都市システムの核をなす中核
都市結合は，非多国籍企業・非企業集団・中小企業の子会社・事業所配置
によって形成されており，下位レベルの都市間結合である地方都市結合で
も同じ傾向を示す。この点は，韓国・ベトナムの都市間結合の質的違いが
親会社・本社属性の違いによって説明できないことを示唆することである。
表５　事業所配置における都市間結合と本社属性との交互作用
（a）多国籍企業の有無
親会社の類型
都市間結合の類型
合計
中核都市結合 地方都市結合
多国籍企業 20 8 28
2.4
（27%） （11%） （38%）
非多国籍企業 24 21 45
（33%） （29%） （62%）
合計 44 29 73
（b）企業集団
親会社の類型
都市間結合の類型
合計
中核都市結合 地方都市結合
企業集団 22 12 34
0.5
（30%） （17%） （47%）
非企業集団 22 17 39
（30%） （23%） （53%）
合計 44 29 73
（c）大企業
親会社の類型
都市間結合の類型
合計
中核都市結合 地方都市結合
大企業 33 17 50
2.2
（46%） （23%） （69%）
中小企業 11 12 23
（15%） （16%） （32%）
合計 44 29 73
（対数線形分析の結果により作成）
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（3）都市間結合と子会社・事業所属性の特徴
ここでは，都市間結合と子会社・事業所属性による行列をもとに，１次
表６　都市間結合と子会社・事業所属性の特徴
（a）子会社配置
変数 都市間結合のタイプ 企業数 平均値 値
　総従業員数
中核都市結合 84 404 
0.2 地方都市結合 123 457 
合計 207 436 
現地採用
従業員数
中核都市結合 84 400 
0.2 地方都市結合 123 452 
合計 750 431 
本社派遣
従業員数
中核都市結合 84 5 
0.1 地方都市結合 123 5 
合計 750 5 
資本金
中核都市結合 56 6,431
0.1 地方都市結合 96 5,829
合計 152 6,051
売上高
中核都市結合 48 11,046
0.3 地方都市結合 84 12,726
合計 132 1,211,483
（b）事業所配置
変数 都市間結合のタイプ 事業所数 平均値 値
　総従業員数
中核都市結合 40 8 
1.6 地方都市結合 26 39 
合計 66 20 
現地採用
従業員数
中核都市結合 40 6 
1.6 地方都市結合 26 37 
合計 66 18 
本社派遣
従業員数
中核都市結合 40 2 
1.3 地方都市結合 26 2 
合計 66 2 
売上高
中核都市結合 6 18,950
0.3 地方都市結合 6 13,033
合計 12 15,992
資本金・売上高は、千ドル。
不明があったため、変数別の子会社数・事業所数の合計が一致しない。
（１次元配置分散分析の結果により作成）
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元配置分散分析11）を行い，都市間結合の類型別に見られる子会社・事業所
属性の違いを明瞭にする。
表６は，都市間結合別に見られる子会社・事業所属性の特徴を示す。ま
ず子会社配置をみる。１次元配置分散分析の結果から得られた 値は低く，
都市間結合の類型別にみられる従業員規模・資本金・売上高の平均値の違
いが確認されない。すなわち，ベトナム子会社の平均総従業員数では，地
方都市結合（457人）と中核都市結合（404人）との格差が統計的に有意で
はない。こうした結果は，現地採用従業員数，本社派遣従業員数，そして
資本金・売上高でも読み取れる。
次に，事業所配置をみる。地方都市結合と地方都市結合との平均総従業
員数の違いは，統計的に有意ではない。こうした結果は，現地採用従業員
数，本社派遣従業員数，そして売上高の場合でも同様である。１次元配置
分散分析の結果から得られた 値は低く，都市間結合の類型別に見られる
従業員規模や売上高の平均値の違いが統計的に有意ではない。
以上の結果から，都市間結合の類型別に見られる子会社・事業所配置の
特徴は，従業員規模や売上高・資本金などの子会社・事業所属性によって
説明できず，都市間結合と子会社・事業所属性との交互作用が認められな
い。
（4）都市間結合と時期的属性
ここでは，都市間結合と時期的属性による行列をもとに，１次元配置分
散分析を行い，都市間結合の類型別に見られる時期的属性の違いを分析す
る。
表７は，都市間結合の類型別に見られる時期的属性の特徴を示す。まず
子会社の進出年度をみる。１次元配置分散分析の結果から得られた 値
（6.3）は，統計的に有意であり，都市間結合の類型別に見られる子会社の
進出年度の違いが確認された。この結果から，中核都市結合は，地方都市
結合に比べて，早い段階から進出してきた子会社によって展開されている
といえる。また，親企業の設立年度をみる。１次元配置分散分析から得ら
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れた 値（4.0）は，統計的に有意であり，都市間結合の類型別に見られる
親会社の設立年度の違いが認められる。すなわち，中核都市結合では，地
方都市結合に比べて，親会社の設立年度が早いといえる。一方，事業所配
置に対して行った１次元配置分散分析の結果では，得られた 値が統計的
に有意ではなく，都市間結合の類型別に見られる事業所進出年度・本社設
立年度の違いは認められない。この点から，中核都市結合と地方都市結合
を形成する事業所―本社間関係では，進出年度や本社設立がほぼ同じ時期
であることを示唆する。
以上の結果から，韓国・ベトナム間の国際的都市システムを構成する中
核都市結合と地方都市結合との質的違いは，親会社の設立年度と子会社の
進出年度と深く関連性を持つことが明らかになった。すなわち，中核都市
結合は，韓国で早い段階に設立され，企業活動を展開されてきた企業，そ
して早い時期から積極的に子会社進出している企業によって展開されてい
る。こうした時期的属性は，韓国・ベトナム間の国際的都市システムのな
第７表　子会社・事業所配置における都市間結合と時期的属性
（a）子会社配置
変数 都市間結合のタイプ 企業数 平均値 値
子会社
進出年度
中核都市結合 86 1994 
6.3*地方都市結合 125 1995 
合計 211 1995 
親企業
設立年度
中核都市結合 57 1980 
4.0*地方都市結合 77 1974 
合計 134 1976 
（b）事業所配置
変数 都市間結合のタイプ 事業所数 平均値 値
事業所
進出年度
中核都市結合 43 1994 
0.1 地方都市結合 28 1994 
合計 71 1994 
本　　社
設立年度
中核都市結合 42 1969 
0.5 地方都市結合 24 1972 
合計 66 1970 
* 検定により5％水準で有意である。
（１次元配置分散分析の結果により作成）
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かで，中核都市結合を強める１つの要素ともなっているといえる。
Ⅲ　都市間結合と産業部門との交互作用
ここでは，都市間結合別に見られる産業部門別の違いを検討する。分析
手順は，次の通りである。第１に，都市間結合を２つの類型（中核都市結
合，地方都市結合）に分類する。第２に，産業属性として，８産業19業種
変数を採用する。まず19業種として，建設業，製造業（消費財製造業，生
活資材製造業，生産資材製造業，機械器具製造），卸・小売業，金融・保険
業（銀行業，証券業，保険業），不動産業，運輸・通信業（旅客運送業，貨
物運送業，運輸サービス業，通信業），電気・ガス・水道業，そしてサービ
ス業（対個人サービス業，対企業サービス業，ホテル・娯楽業，教育関連
サービス業）の変数を扱う。そして第３に，都市間結合と産業部門による
行列を作成し，都市間結合を被説明変数，産業部門を説明変数として，ス
テップワイズ判別分析を行う。
（1）子会社配置の分析結果
表８は，子会社配置における判別分析12）の結果を示す。分析の結果，有
意と判断できる説明変数は３業種部門である。都市間結合の類型を判別で
きる最も重要な変数は，「貨物運送業」で，次いで「消費財製造業」，「証券
業」の順となっている。判別分析の構造行列は，判別関数と変数との間の
相関関係を表すため，その値が高いほど，判別係数も高くなる。すなわち，
「貨物運送業」は構造行列の相関係数最も大きく，採用された産業構成のな
かで，最も影響力が高い変数であると解釈できる。判別すべきグループが
２つであるため，１つの判別関数が算出された。関数Ｉの固有値は0.135
で， 値は26.9で，グループ別の判別係数の違いは統計的に有意であると
認められる13）。
表９は，都市間結合の類型別に見られる産業構成を示す。判別分析の変
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数に取り込まれた３部門は，中核都市結合と地方都市結合においてそれぞ
れ異なる傾向を表す。その特徴は，次の２点に要約できる。
第１に，中核都市結合は，消費財製造業部門の子会社配置によって展開
されていることに対して，地方都市結合は，比較的４業種部門の均等的な
子会社配置によって現れた。中核都市結合と地方都市結合の産業構成をみ
ると，製造業部門は，それぞれ78%，81%を占めており，都市間結合が，
主に製造業部門の進出によって現れたといえる。しかし，製造業の４業種
部門の構成比をみると，中核都市結合と地方都市結合とでは，その相違が
表８　子会社配置の産業部門の判別分析の結果
（a）固有値
関数 固有値 正準相関
1 0.135 0.35 
（b）Wilks＇ Lambda
Wilks＇ Lambda 自由度
0.8810 26.9** 3
（c）標準化された正準判別係数
正準判別係数 構造行列
貨 物 運 送 業 * 0.86 0.70 
消 費 財 製 造 業 * 0.64 0.42 
証 券 業 * 0.42 0.32 
生 産 資 材 製 造 業 − -0.29 
機 械 器 具 製 造 業 − -0.27 
生 活 資 材 製 造 業 − -0.22 
卸 ・ 小 売 業 − -0.16 
銀 行 業 − -0.11 
建 設 業 − -0.11 
運 輸 サ ー ビ ス 業 − -0.08 
教育関連サービス業 − -0.08 
対 個 人 サ ー ビ ス 業 − -0.08 
対 企 業 サ ー ビ ス 業 − -0.05 
不 動 産 業 − -0.05 
ホ テ ル・ 娯 楽 業 − -0.03 
旅 客 運 送 業 − -0.03 
*判別分析に取り込まれた変数
** 検定により1％水準で有意である。
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表９　子会社配置からみた都市間結合と産業属性
産業構成 部門構成
都市間結合のタイプ
合計
中核都市結合 地方都市結合
建設業
2 3 5
（2%） （2%） （2%）
製造業
消 費 財 製 造 業 * 43 42 85
（49%） （34%） （41%）
生 活 資 材 製 造 業 7 10 17
（9%） （8%） （8%）
生 産 資 材 製 造 業 9 28 37
（10%） （22%） （18%）
機 械 器 具 製 造 業 9 21 30
（10%） （17%） （14%）
小計
68 101 169
（78%） （81%） （81%）
卸・小売業
3 10 13
（3%） （8%） （6%）
金融・保険業
銀 行 業 2 3 5
（2%） （2%） （2%）
証 券 業 * 2 2
（2%） （1%）
小計
4 3 7 
（4%） （2%） （3%）
不動産業
3 3
（2%） （1%）
運輸・通信業
旅 客 運 送 業 1 1
（1%）
貨 物 運 送 業 * 9 9
（10%） （4%）
運 輸 サ ー ビ ス 業 1 1
（1%）
小計
10 1 11 
（11%） （1%） （4%）
サービス業
対 個 人 サ ー ビ ス 業 1 1 2
（1%） （1%） （1%）
対 企 業 サ ー ビ ス 業 3 3
（2%） （2%）
ホ テ ル・ 娯 楽 業 1 1
（1%）
教育関連サービス業 1 1
（1%）
小計
2 5 7 
（2%） （4%） （3%）
合計
89 126 215
（100%） （100%） （100%）
* 検定により5％水準で有意である。
（判別分析の結果により作成）
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確認される。すなわち，中核都市結合は，食料品，繊維工業，衣服・繊維
製品などから構成される「消費財製造業」部門の占める割合が極めて高い。
一方，地方都市結合は，住民の生活に関連する製造業（「消費財製造業」
「生活資材製造業」）と企業活動に関連する製造業（「生産資材製造業」「機
械器具製造業」）とが比較的均等的である。この結果から，中核都市結合で
は，住民の生活に密接な製造業部門が積極的に展開されていることに対し
て，その他の都市間結合では企業活動に関連する製造活動が比較的盛んで
あるといえる。
第２に，中核都市結合は，地方都市結合に比べて，「貨物運送業」と「証
券業」に比較優位を持っている。産業別構成をみると，都市間結合のいず
れのタイプでも，非製造業部門の活動が比較的弱体である。しかし，絶対
値は少ないが，韓国・ベトナム間の国際的都市システムの柱をなす中核都
市結合（ソウル−ホーチミン間結合）では，「貨物運送業」や「証券業」な
どのプロデューサー・サービス業が比較的盛んであるといえる。プロデュ
ーサー・サービス業は，雇用の創出，産出におけるシェアの拡大，地域の
移出母体・国際的取引としての重要性などが指摘され，他の産業部門の生
産活動に与える影響が大きい業種であるといえる（Marashall 1983，1988；
Kirn 1987；Daniels 1986；石丸 1990，1993）。また，この点は，少なくと
も韓国・ベトナム間の国際的都市システムの中核都市間結合を強め，地方
都市結合との格差を作り出す重要な要素ともなっているといえる。
（2）事業所配置の分析結果
表10は，事業所配置における判別分析14）の結果を示す。分析の結果，有
意と判断できる説明変数は２業種部門である。都市間結合の類型を判別で
きる最も重要な変数は，「卸・小売業」で，次いで「貨物運送業」である
15）。判別すべきグループが２つであるため，１つの判別関数が算出された。
関数Ｉの固有値は0.177で， 値は11.4で，グループ別の判別係数の違いは
統計的に有意であると認められる16）。
63
表11は，都市間結合の類型別に見られる産業構成を示す。判別分析の変
数に取り込まれた２部門は，いずれも非製造業部門の業種で，都市間結合
のタイプを区分する重要な変数であるといえる。その特徴は，次の２点に
要約できる。第１に，中核都市結合では，製造業部門の事業所配置が極め
て少ない。都市間結合のいずれのタイプも，非製造業部門で事業所配置を
展開している。しかし，中核都市結合の製造業部門は，全体の９%を占め，
地方都市結合のそれ（35%）よりも大きく下回る。この点は，製造業部門
のベトナム進出が主に子会社配置によって展開されていることと深く関連
する。さらに，都市間結合のタイプ別における製造業部門の構成比は，子
会社配置から形成された都市間結合の構成比（中核都市結合78%，地方都
市結合81%）に比べて非常に低い。この点は，産業部門別におけるベトナ
ム進出の企業形態（子会社と事業所）が異なることを示唆する。
第２に，中核都市結合では，「卸・小売業」，「運輸・通信業」などの非製
表10　事業所配置の産業部門の判別分析の結果
（a）固有値
関数 固有値 正準相関
1 0.177 0.39 
（b）Wilks＇ Lambda
Wilks＇ Lambda 自由度
0.8490 11.4** 2
（c）標準化された正準判別係数
正準判別係数 構造行列
卸 ・ 小 売 業 * 1.04 0.81 
貨 物 運 送 業 * 0.63 -0.42 
消 費 財 製 造 業 − -0.29 
運 輸 サ ー ビ ス 業 − -0.26 
旅 客 運 送 業 − -0.26 
貨 物 運 送 業 − 0.25 
機 械 器 具 製 造 業 − -0.24 
生 活 資 材 製 造 業 − -0.18 
生 産 資 材 製 造 業 − -0.12 
*判別分析に取り込まれた変数
** 検定により1％水準で有意である。
（判別分析の結果により作成）
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造業部門が主要産業として現れた。非製造業部門の内訳をみると，都市間
結合のいずれのタイプも，サービス業部門の４業種部門の事業所立地が確
認されず，「卸・小売業」，「運輸・通信業」，「金融・保険業」によって展開
されている。そのなかで，中核都市結合と地方都市結合との違いを判別で
きる産業部門は，「卸・小売業」と「運輸・通信業」である。中核都市結合
の「卸・小売業」と「貨物運送業」は，それぞれ全体の56%，14%を占め，
地方都市結合のそれ（24%，７%）を大きく上回る。上述したように，「貨
物運送業」は，プロデューサー・サービス業として，他の産業部門の生産
活動に与える影響が大きい業種である。この点から，「貨物運送業」は，
表11　事業所配置からみた都市間結合と産業属性
産業構成 部門構成
都市間結合のタイプ
合計
中核都市結合 地方都市結合
建設業
3 9 12
（6%） （31%） （16%）
製造業
消 費 財 製 造 業 * 2 4 6
（5%） （14%） （8%）
生 活 資 材 製 造 業 1 1
（2%） （1%）
生 産 資 材 製 造 業 2 2
（7%） （3%）
機 械 器 具 製 造 業 1 4 5
（2%） （14%） （7%）
小計
4 10 14
（9%） （34%） （19%）
卸・小売業**
25 7 32
（56%） （24%） （44%）
金融・保険業
銀 行 業 2 1 3
（5%） （3%） （4%）
運輸・通信業
旅 客 運 送 業 2 2
（5%） （3%）
貨 物 運 送 業 ** 6 2 8
（14%） （7%） （11%）
運 輸 サ ー ビ ス 業 2 2
（5%） （3%）
小計
10 2 12
（24%） （7%） （17%）
合計
44 29 73
（100%） （100%） （100%）
* 検定により1％水準で有意である。
（判別分析の結果により作成）
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「卸・小売業」部門のローカル・グローバル事業活動を補助する機能とし
て，ソウル−ホーチミン間結合の主要な産業となっているといえる。
Ⅳ　むすび
本稿では，韓国企業のベトナム進出を取り上げ，産業・企業属性と韓国・
ベトナム間の国際的都市システムとの関連性を分析した。その結果から得
られた知見は，次の通りである。
１）都市間結合と親会社・本社および子会社・事業所属性との交互作用
を分析した結果，子会社配置によって形成される韓国・ベトナムの都市間
結合は，主に合弁投資を中心に推進されており，都市間結合の類型別に見
られる投資形態や合弁形態の違いは認められないことが明らかになった。
また，韓国・ベトナム間の国際的都市システムの核をなす中核都市結合は，
非多国籍企業・非企業集団・中小企業の子会社・事業所配置によって形成
されており，下位レベルの都市間結合である地方都市結合でも同じ傾向を
示す。この点は，韓国・ベトナムの都市間結合の質的違いが親会社・本社
属性の違いによって説明できないことを示唆する。さらに，都市間結合の
類型別に見られる子会社・事業所配置の特徴は，従業員規模や売上高・資
本金などの子会社・事業所属性によって説明できず，都市間結合と子会社・
事業所属性との交互作用が認められない。
２）都市間結合と時期的属性との交互作用を分析した結果，韓国・ベト
ナム間の国際的都市システムを構成する中核都市結合と地方都市結合との
質的違いは，親会社の設立年度・子会社の進出年度と深く関連しているこ
とが明らかになった。韓国で早い段階に設立され，企業活動を展開されて
きた企業，そして早い時期から積極的に子会社進出している企業は，中核
都市結合として現れている。その結果は，韓国・ベトナム間の国際的都市
システムのなかで，中核都市結合を強める１つの要素ともなっているとい
える。
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３）子会社の配置からみた都市間結合と産業属性との関連性を分析した
結果，都市間結合のタイプ別の違いを判別できる産業部門は，「貨物運送
業」，「消費財製造業」，「証券業」であった。とくに，中核都市結合では，
住民の生活に密接な製造業部門（消費財製造業）が積極的に展開されてい
ることに対して，その他の都市間結合では企業活動に関連する製造活動が
比較的盛んであるといえる。また，中核都市結合は，地方都市結合に比べ
て，「貨物運送業」と「証券業」など，他の産業部門の生産活動に与える影
響が大きいロデューサー・サービス業が比較的盛んである。一方，事業所
配置からみた都市間結合のタイプ別の違いを判別できる産業部門は，「卸・
小売業」，「貨物運送業」であった。とくに，中核都市結合は，「卸・小売
業」，「貨物運送業」などの非製造業部門を柱に展開されていることに対し
て，地方都市結合は，建設業，製造業部門の事業所活動によって説明され
る。以上の点は，少なくとも韓国・ベトナム間の国際的都市システムの中
核都市間結合を強め，地方都市結合との格差を作り出す重要な要素ともな
っているといえる。
４）本研究の分析結果を，筆者の一連の研究（朴　2001）と比較すると，
韓国・日本間，そして韓国・ベトナム間の国際的都市システムでは，子会
社・事業所配置といった，いずれの進出形態でも首位都市間結合の依存度
が極めて高く，二重構造をなしているといえる。しかし，二重構造をなす
都市間結合の集中度は進出形態によって若干異なる傾向を示す。村山モデ
ルで得られた都市間結合度を比較すると，子会社配置では，ソウル−東京
間結合とソウル―ホーチミン間結合がそれぞれ47.3，46.8で，比較的同じ
傾向を示す。しかし，事業所配置では，ソウル―ホーチミン間結合が61.1
となっており，ソウル−東京間結合（43.1）を大きく上回る。この点は，
第2位の進出先都市としての大阪とハノイとの位置づけが異なることと深
く関連するといえる。
本研究では，企業の海外進出による都市間結合を，本社―事業所間関係，
そして親会社―子会社間関係，といった垂直的企業内ネットワークのみに
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限定して分析したが，今後は，事業所間関係や子会社間関係を含めて，ヨ
ーロッパ・アメリカ進出から見る国際的都市システムの結節構造，そして
日本企業のアジア進出との比較を検討したい。
韓国・ベトナム間の国際的都市システムにおける都市間結合と産業構造
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注
１）なお，分析対象都市の選定は，次の基準による。韓国都市は，企業の海外
進出が見られた22都市である。他方，ベトナム都市は，韓国の企業進出が
確認された18都市である。
２）村山モデルは，グラフ理論のモデルの１つとして，経済・社会諸活動によ
る都市間結合からみた結節・階層構造を把握する際に有効な手法である（村
山，1982，1991，1994，1996）。修正村山モデルでは，村山モデルに比較
して，次の2点が異なる。第1は，正方（Ｎ×Ｎ）行列ではなく，長方（Ｍ
×Ｎ）行列であることである。そして第２は，直接的連結のみを考慮する
ことである。本稿では，修正村山モデルを用いた。その理由は，奥野（1979），
村山（1993）も指摘したように，分析スケールおよび分析指標の特性によ
って，必ずしも間接流を考慮する必要がないと判断できること，そして本
稿の目的が，韓国・ベトナム都市間結合の強度を把握することであるから
である。
３）村山モデルによる都市間結合度は，以下の式により算出した。まず，韓国
都市 とベトナム都市 の進出企業数（ ）を最大列和 で除
し， に変換する。次に，直接的連結のみを考慮し，以下の式により，都
市間結合度（ ）を算出する。
村山祐司（1996）：情報流動から見た日本の地域構造．人文地理学研究，20，
173―184．
西原　純（1991）：企業の事業所網の展開からみたわが国の都市群システム．地
理学評論，64，１―25．
奥野隆史（1979）：北陸地方における自動車流動からみた地域の連絡体系とそ
の変化．人文地理学研究，３，169―188．
朴　倧玄（2001）：東アジアの企業・都市ネットワーク．古今書院．
吉原英樹（1994）：外資系企業．同文館．
全国経済人連合会（2001）：韓国主要企業辞典．全国経済人連合会（韓国語）．
朴　倧玄「韓国企業のベトナム進出と国際的都市システム」経済志林75―１，
pp221―252
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４）その理由は，中核都市結合では，子会社・事業所の集積量が多く，地方都
市結合との集積量の階層区分が可能であったからである。
５）まず投資属性として，投資形態と合弁形態の２つの変数を扱う。次に親会
社・本社属性として，多国籍企業・大企業・企業集団の３つの変数を取り
上げる。さらに子会社・事業所属性として，総従業員数・現地採用従業員
数・本社派遣従業員数・資本金・売上高の５つの変数を採用する。そして
最後に，時期的属性として，子会社・事業所の進出年度，そして親会社・
本社の設立年度，の２つの変数を扱う。
６）西原（1991）は，産業中分類79業種を10産業28業種に分類した。しかし，
韓国企業の業種分類では，「鉱業」がないこと，「建設業」，「卸・小売業」
が業種部門別の分類不可能であることから，８産業19業種に再構成した。
７）ここでは，投資属性の変数として，投資形態と合弁形態を扱う。まず投資
形態は，単独投資と合弁投資に分類した。次に合弁形態は，多数合弁・大
等合弁・少数合弁に分類した。なお，多数合弁とは，親会社が51%以上100%
未満の出資の合弁を，大等合弁とは50%出資の合弁を，そして少数合弁と
は，50%未満の出資の合弁を，それぞれ指す。　
８） 対数線形モデルは，次の式である。
：Constant
：都市間結合の類型
：投資属性（投資形態，合弁形態）
：都市間結合の類型×投資属性１
：合弁形態における都市間結合の類型×投資属性２
：合弁形態における都市間結合の類型×投資属性３
（ただし および は，（b）合弁形態の分析に採用）
９）ここでいうオッズ比とは，次の式である。
：中核都市結合における単独投資と合弁投資の比
：地方都市結合における単独投資と合弁投資の比
オッズ比が高くなるほど，因子間の違いが明瞭であり，因子間の関連性が強い
と解釈できる。
10）ここでは，親会社・本社の企業属性として，多国籍企業・大企業・企業集
団を採用する。個別企業属性の定義は，次の通りである。まず多国籍企業
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は，吉原（1994）にならい，海外子会社数が５社以上の企業を指す。次に
大企業とは，阿部（1991，1996，2001），朴（2001）にしたがい，上場企
業，外艦企業，登録企業を指す。韓国の上場企業とは，証券が上場され，
株式が公開されている法人であり，登録企業とは，証券管理委員会に登録
されてはいるが，株式が公開されていない法人である。そして最後に，韓
国企業集団とは，韓国の公定取引法によると，同一人物が単独あるいはそ
の親族・非営利法人・使用者などと合わせて最大出資者となり，当該会社
の発行株式の30%以上を所有するか，または当該会社の経営に影響力を行
使すると認定される会社の集団である。そして韓国の企業集団は，公定取
引委員会により，1987〜1992年は資産合計4,000億ウォン以上の企業グル
ープ，1993年以後は，資産合計を基準として上位30位までが指定されてき
た。
11）ここで，１次元配置分散分析を用いる理由は，同手法が，質的変数のタイ
プ別の平均値の違いを判別する最も基本的方法であるからである。
12）ここでは，７産業16部門を変数として用いる。その理由は，８産業19業種
の産業属性のなかで，子会社配置では，「保険業」，「通信業」，「電気・ガ
ス・水道業」がないからである。
13）判別関数に関するグルーピングの正確率は，65%である。各グループの判
別率を見ると，中核都市結合は65%，地方都市結合は66%である。
14）ここでは，変数として，５産業10業種部門を用いる。その理由は，８産業
19業種属性のなかで，「銀行業」，「証券業」，「不動産業」，「通信業」，「電
気・ガス・水道業」，「対個人サービス業」，「対企業サービス業」，「ホテル・
娯楽業」，「教育関連サービス業」がないからである。
15）判別分析の構造行列は，判別関数と変数との間の相関関係を表す。この相
関関係が高いほど，判別係数も高くなる。すなわち，「卸・小売業」は構造
行列の相関係数最も大きく，採用された産業構成のなかで，最も影響力が
高い変数であると解釈できる。
16）判別関数に関するグルーピングの正確率は，70%である。各グループの判
別率を見ると，中核都市結合は71%，地方都市結合は69%である。
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The Relationship between Industrial Sectors and Inter-urban Linkages: 
The Case of Offices, Branches and Subsidiaries Networks 
of Korean Company in Vietnam
PARK Jong-Hyun
The purpose of this study is to discuss the characteristics of relationship 
between enterprise and industrial attributes and inter-urban linkages 
between Korea and Vietnam through an analysis of offices, branches and 
subsidiaries networks of Korean companies in Vietnam. 
The results are summarized as follows;
1. Log-linear model analysis and ANOVA analysis revealed that: 1) the 
spatial structure of offices, branches and subsidiaries has strong relations 
with two establishment period attributes, and has not relations with size 
of firms; and 2) the types of inter-urban linkages with subsidiaries have 
strong relations with the year when subsidiaries are entered into 
Vietnam and when parent companies are established.
2. A discriminatory analysis revealed that: 1) Seoul- and Ho Chi Minh- 
based firms have many subsidiaries and parent companies networks in 
various industrial sectors, especially in economic categories as a 
manufacturing of a consumer goods and producer services of freight 
transport and securities; and 2) inter- metropolitan network with many 
offices and branches is statistically significant and stronger with 
economic categories as a wholesale and retail trade and freight transport. 
3. We may conclude that the development of such spatial structure has led 
to the diversification of urban functions in the global cities of Korea and 
Vietnam, and is the primary factor underlying the formation of a 
hierarchy of cities and regions.
Key words: International urban system, Inter-urban Linkages, Korea, 
Vietnam
